
○五霞町私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱

平成20年2月28日 

告示第4号 

改正 平成28年3月31日告示第9号 

(趣旨) 

第１条 この告示は，私立幼稚園の設置者(以下「設置者」という。)が保育料等の

減免を有する場合に五霞町が行う私立幼稚園就園奨励費補助金の交付について必

要な事項を定めるものとする。 

(補助対象及び補助額) 

第２条 五霞町は，設置者が当該幼稚園に在園する3歳児，4歳児及び5歳児の保護者

に対して入園料及び保育料を減免する場合に，当該設置者に対し，別表に定める

範囲内で補助を行うものとする。 

(交付申請) 

第３条 補助を受けようとする設置者は，補助金交付申請書(様式第1号)を8月31日

までに町長に提出するものとする。この場合，事業計画書(様式第2号)及び保育料

減免措置に関する調書(様式第3号)並びに徴収している入園料及び保育料の額を明

らかにする書類も併せて提出するものとする。なお，保育料減免措置に関する調

書には，町民税の課税(非課税)証明書又は町民税の納税通知書(写し)を添付する

ものとする。ただし，生活保護法(昭和25年法律第144号)の規定による保護を受け

ている世帯にあっては，福祉事務所の長の証明書によって代えることができるも

のとする。 

２ 前項による書類の提出後に，補助金の交付決定の変更を受ける必要が生じたと

きは，当該設置者は，前項の規定に準じ変更後の書類を作成し，2月20日までに町

長に提出するものとする。 

(交付通知) 

第４条 町長は，補助金交付申請書の提出を受けたときは，補助金の交付をするか

否かを決定し，補助金交付決定通知書(様式第4号)を設置者に通知するものとす

る。 

２ 設置者から前条第2項の規定による変更交付申請書の提出があったときは，前項

の規定を準用する。 

(減免措置の方法) 

第５条 交付の決定を受けた設置者は，減免措置調書(様式第5号)を12月25日までに

町長に報告するものとする。 

(実績報告書) 

第６条 設置者は，減免措置を完了した後15日以内又は3月20日までのいずれか早い

日までに実績報告書(様式第6号)を町長に提出するものとする。 

(書類の整備) 

第７条 補助金の交付を受ける設置者は，入園料及び保育料の減免をしたことを明

らかにした書類(様式第7号)を証拠書類として備えておかなければならない。 

２ 町長は，補助金の交付の事務処理上必要と認めるときは，前項の書類の提出を

求めることができる。 

附 則 

この告示は，平成20年4月1日から施行する。 

附 則(平成28年告示第9号) 



(施行期日) 

１ この告示は，行政不服審査法(平成26年法律第68号)の施行の日(平成28年4月1

日)から施行する。 

(経過措置) 

２ この告示の施行の際，第1条の規定による改正前の五霞町私立幼稚園就園奨励費

補助金交付要綱，第2条の規定による改正前の五霞町自立支援医療(育成医療)費支

給認定実施要綱，第3条の規定による改正前の五霞町地域活動支援センター事業実

施要綱，第4条の規定による改正前の五霞町障害者等日常生活用具給付事業実施要

綱，第5条の規定による改正前の五霞町障害者等日中一時支援事業実施要綱，第6

条の規定による改正前の五霞町国民健康保険税減免取扱要綱，第7条の規定による

改正前の五霞町指定地域密着型サービス事業者監査要綱，第8条の規定による改正

前の五霞町妊婦健康診査及び乳児健康診査実施要綱，第9条の規定による改正前の

五霞町インフルエンザ予防接種費用助成事業実施要綱，第10条の規定による改正

前の五霞町成人用肺炎球菌予防接種費用助成事業実施要綱，第11条の規定による

改正前の五霞町農業集落排水処理施設新規加入取扱要綱，第12条の規定による改

正前の五霞町障害児保育促進事業費補助金交付要綱，第13条の規定による改正前

の五霞町民間保育所補助金交付要綱，第14条の規定による改正前の五霞町すこや

か保育応援事業実施要綱，第15条の規定による改正前の五霞町住宅用太陽光発電

システム設置補助金交付要綱及び第16条の規定による改正前の五霞町給水停止処

分取扱要綱に規定する様式による用紙で，現に残存するものは，当分の間，所要

の修正を加え，なお使用することができる。 

別表(第2条関係) 

区分 補助限度額 

当該年度に納付すべき町民税が非課税となる世

帯及び生活保護法(昭和25年法律第144号)の規定

による保護を受けている世帯 

当該年度分の文部科学大臣裁定によ

る幼稚園就園奨励費補助金交付要綱

に定めた額 

当該年度に納付すべき町民税の所得割が非課税

となる世帯 

当該年度に納付すべき町民税の所得割課税の額

が当該年度分の文部科学大臣裁定による幼稚園

就園奨励費補助金交付要綱に定めた額以下とな

る世帯 

備考 幼児が年度の中途に入園し，又は退園した場合の補助限度額は，当該年度

中の在園月数(1月未満の端数は，1月として計算する。)に補助限度額を12月で

除して得た額を乗じて得た額(その額に100円未満の端数を生じたときは，これ

を切り捨てるものとする。以下「月割補助額」という。)とする。ただし，年度

の中途に入園した幼児のうち，当該入園前に他の市町村において，当該年度分

の文部科学大臣裁定による幼稚園就園奨励費補助金交付要綱の規定に基づく保

育料等の減免を受けた者については，補助限度額から当該免除額を控除した額

と月割補助額を比較し，いずれか低い方の額をもって補助限度額とする。 
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様式第１号(第3条関係) 

様式第２号(第3条関係) 

様式第３号(第3条関係) 

様式第４号(第4条関係) 

様式第５号(第5条関係) 

様式第６号(第6条関係) 

様式第７号(第7条関係) 


